
Ａ．外装材の脱落防⽌策
・⼀括評価法を適⽤するためには、⽕災終了まで

外装材を脱落させずに保持する必要があります。
・現⼯法では45分準耐⽕構造に対応できないため、

45分を超える⽕災加熱を受けても、外装材を保
持できる⽅法を開発しました(図2)。

・省エネルギー基準への適合義務化、断熱部材の
普及・⾼性能化が推進されるなか、断熱化され
た⽊造外壁の防耐⽕性能評価の合理化の実現が
課題となっています。

・本研究では、発泡プラスチック断熱材を⽤いた
⽊造外壁を対象に、断熱材を⼀括して防耐⽕性
能を評価する既往の⼿法（⼀括評価法）を適⽤
するため、その技術的課題を解決して、合理的
な準耐⽕性能の評価⼿法を提案します(図1)。

本研究の成果は、国⼟交通省の建築基準整備促進事業などの次期研究会において素案として提出され、継続
的な試験、性能評価の知⾒の蓄積等を踏まえて検討され、防耐⽕構造の性能評価業務に反映、活⽤されます。
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図３ 準耐⽕性能評価法の提案
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１．防⽕性能の余裕度と提案する外壁仕様の検討
・可燃性断熱材を⽤いる場合の防⽕性能の余裕度の付与
・現告⽰に則して提案する外壁の仕様の検討

２．外装下地の脆弱性に関する検討
・不燃性断熱材を⽤いた外張断熱⼯法における性能低下の検証

図1 研究フロー

４．告⽰化等に向けた防⽕構造外壁の仕様提案
・告⽰化等のための防⽕構造外壁の仕様提案
・建築物の内部への炎侵⼊を有効に防⽌する処置法の提案

３．上階延焼防⽌策の検討
・可燃性断熱材を含む充填断熱⼯法を対象にした検討
・不燃性断熱材を⽤いた外張断熱⼯法を対象とした検討

B．外張断熱⼯法の上階延焼防⽌策
・⼀括評価法適⽤のためには、⽕災安全性上、外

壁内を通じた上階延焼の防⽌が前提となります。
・上階延焼防⽌策として、構造⽤⾯材、外張断熱

層下地に幅45㎜の⽊材、通気層に通気⾦具の３
つの設置が有効であるとわかりました。

C．45分準耐⽕構造を満たす内装材の選定
・⼀括評価法を適⽤するためには、内装材につい

ても⽕災終了まで保持する必要があります。
・厚さ21㎜の強化せっこうボードを⽤いれば、外

壁の断熱仕様を問わずに、45分準耐⽕構造の性
能を確保できることを明らかにしました。

D．準耐⽕性能評価⼿法の提案
・⼀括評価法適⽤の前提条件となる外装材の脱落

防⽌策、上階延焼防⽌策、内装材仕様を明らか
にし準耐⽕性能評価⼿法を提案しました(図３)。
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充填断熱⼯法外張断熱⼯法

胴縁を鋼板被覆＋外装材⾦具をビス留
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幅30㎜

強化せっこうボード 21㎜
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③外張断熱⽤ビスで

⾦具を直接留付け
④胴縁を鋼板被覆
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②ロックウール
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③発泡プラスチック断熱材
各種 ○ 60分以上

外張断熱材の種類と外装材の保持時間

図２ 45分準耐⽕構造における外装材脱落防⽌策


